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こういった声を受けて，養護学校の設置義務制が施行されたのは1979年である O これによって， 日本の伝統的な分
離教育の文脈のなかで，就学猶予・免除がなくなり，障害児にとっての義務教育が一応の完成をみたことになる。
一方で国際的には，障害者の社会への「統合」が言われるようになった。国連決議「障害者の権利宣言 CDeclara­
tion on the Rights of Disabled Persons) J (1975) には， í可能な限り通常のかっ十分満たされた相当の生活を送る
ことができる権利」を有すると記された。また， í完全参加と平等」を唱ったことで有名な国連決議「障害者に関す
る世界行動計画 CThe Implementation of the World Programme of Action concerning Disabled Persons)J (1982) 
には， í可能な限り教育は， C教育学上可能ならば)通常の学校制度の中で行われ」るようにすべきであるとされてい
る。「アジア太平洋障害者の十年 CAgenda for Action for the Asian and Pacific Decade of Disabled Persons , 





































第 2 節においては，雑誌『解放教育j (全国解放教育研究会編，明治図書， 1971--) その他により， I部落解放教育
の文脈で行われる障害児教育」の歴史・理念をたどっていった。






しかし， 1990年代から現在に至る時期は，障害児教育が「部落解放教育」から取り残されてし 1 く。「部落解放教育」
が「学力水準の向上」や「人権教育」を標梼するようになったが，障害児教育はほとんど変化していなし」それどこ
ろか，障害児教育の側から「部落解放教育」への批判が表れたりもしている O 本節ではこのあたりの移り変わりにつ
いて通時的にまとめていった。
第 3 節は，以上をふまえた考察である。
「部落解放教育の文脈で行われる障害児教育」は， I学校」という空間でのみあり得た方法論であったことをまず
結論づけている。従って，卒業後に関してはまた別のアプローチが必要になろう。
最後に，障害者に関する偏見を縮小させる観点から，統合教育の必要性を論じている。また， I人権」という概念
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のとらえ直しの必要性についてもまとめである。
論文審査の結果の要旨
本論文は，部落解放教育の文脈でとりくまれてきた障害児教育の理論と実践について，同和教育推進校における参
与観察，雑誌『解放教育』のレビュー，ならびに筆者自身の自閉症者との個人的関わりをもとに，批判的に考察した
ものである。筆者は，部落解放教育が「解放の学力」論をもとに統合教育に過大な意味合いと物語性を付与してきた
のではなし、かと述べ，業績主義を前面に押し出すようになった90年代の部落解放教育が，障害児教育との醐館を拡大
させてきた背景を明らかにした。この論考は，障害児教育や人権教育のあり方に対して，従来になかった視点から批
判的に分析したものであり，非常に示唆に富んでいる。障害児をとりまく教育現場の具体的な事実をもとに，研究対
象とクールな距離を保ちつつ，オリジナルな分析の枠組みを用いて考察した研究スタイルについても，高く評価する
ものである o よって，博士(人間科学)学位論文として十分に価値あるものと認める。
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